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日立企業内ネットワーク

日立製作所のオフィス業務革新をサポートする企業内情報通信ネットワークの基盤を拡充している｡

口ニウニ製作所は,オフィス業務の生産性向_卜を口的

として,業務プロセスの抜本的革新と情報システム

の碁盤を整備小である｡｢顧客から信頼され,満足さ

れる企業+となるため,営業一事業(湘部一製造本部一

研究所が-一体となり,意思決定の迅速化,リードタ

イムの短縮などを担1っている｡

情報システムの基盤として,すでにしl立社内情報

過信ネットワーク(HITNET:HitachiInformation

Telecommunicatio11S Netw()rk)が稼動している｡

さらに,(1)メインフレーム｢緋由信を中心に-主に倣わ

れていたパケット交換網に加え,急速に拡大されつ

つあるCSS(Clie11t Server System)円LAN間接続

をサポートする広域LAN間接続細の構築,(2)個人

通信1Hとして,従来の内線電話･内線ファクシミリ

網に加え,電･‾rメール･ボイスメールを活用したグ

ローバルメッセージングシステムの確_立,(3)各自の

机上から従業員の個人情報(電話番号･メールID

等)を参照できるデイレクトリサービスなどを開発･

移動することにより,オフィス業務プロセスの革新

を図る｡

*【川二鮒乍何倍報システム管理本部 **l_†‾朋川叫公共情事l綿実部 ***口立製作所情報システム事業部
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山(まじめに

l=1二製作所は,エクセレントな企業を口指し,オフィ

ス業朽の市新に取り組んでいる｡(1)菜摘プロセスの抜本

的革新,(2)個人･組織のLl引H‾J効率れ1二,(3)新しい仕事の

やりノノの構築という三つのコンセプトを柱に,オフィス

業務の/1二産性をイた増させ,顧客ニーズに即ん』できるスピ

ーディな業務体制の構築を臼指している(図1参JTくi)｡

これら業務ヰニ新を支える情報通仁基盤として,終車某

所ごとのLANを見直すとともに,[り仁グループ事業所約

1,nOOかJヰ,約10フナのユーザーを接続する広域LAN間接

絞綱を構築し,情報の共イ‖とを凶る必要が子ヒじてきた｡

また,組織対組織,個人対個人のコミュニケーション手

段として,全社を統一一した竜一r一メールシステムを確寸二し,

ディレクトリサービスと合わせて待人がオフィス,国内

外の出張先,臼毛などから｢いつでも,だれとでも+自由

に通爪音できるような環垢を設備することが急務となった｡

このようなニーズに止こじるため,新しいシステム建設

に弟子し,1994年3月から基本部分の桜勤を開始した｡

ここでは,新システムの構築について述べる｡

国 広域+AN間接続網の構築

2.1構築目的

従来事業所ごとに独自にLANを布設し運川していた｡

事業所間を接続する場合でも,それぞれの接続する事業

所間で/社内パケット交換網,または,社内専用山l線舶を

利川して州別接続を行っていた｡

ダウンサイジング,ライトサイジングが進みCSSが高

也利J口され,電子メ丁ルの普及が進むと,自事業所LANを

白山な組みアナわせで高速に接続するニーズが強くなって

きた｡また,これら広域LAN間接続を統介的に管理する必

射二!卜が勺二じてきた｡さらに,件界レベルで急速に普及しつ

つある南川インターネットへの接続要求も強くなってきた｡

顧客満足度向上

顧

客

∧∨
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このような要約にこたえるために,口立製作所全体で

統介的にLANを相互接続するための広域LANl‾引接紀綱

(HITNET/IN)を構築することとした｡

2.2 構 成

HIllNET/INの基本構成は,すでにある田内7か所,

軸外3か仰のネットワーク拠一たそれぞれに事業所との交

挽川ルータ(Nl)200)を設置する｡各事業所にHITNET/

IN接続拝レレータを設置し,拠一たのルータと専用線で接続

するルータ綱である(図2参月号号)｡

HITNET/INはインターネットで開発,使用され,業界

標準であるTCl-)/Il)(Transmission ControIProtocol/

Internet Protocol)をサポートするオープンなネットワ

ークである｡また,ルーチングプロトコルは,人規模な

広域LAN間接続に有効なOSPF(Open Shortest Path

First)をJ=l小一てアドレス管理を容易にしている｡

2.3 H汀NET/lNのネットワーク監視

東京(大森地区)の中央通信コントロールセンタでは,

H_)1二のクリエイティブステーション3050RX上で動作す

るネットワーク監視システム(NETM*coment:Inte-

grated Network Management*Consolidated and

Open Management Environment)を利用してネットワ

ーク監視を行う｡監視項Hとしては障害監視だけでなく,

トラフィックの監視も行い,トラフィックの増加に伴う

将来のネットワーク拡張のための指標の取得も行う｡

2.4 社外インターネットへの接続

インターネットへの接続は従来の学術情報ネットワー

ク"WIDE''に加え,新たに接続川のゲートウェイを設置

し,向川インターネットワークへ接続した｡これにより,

社外のインターネットユーザーとの竜十メールの交換,

ファイル転送などがUr能となった｡

Ihl二製作所としての会社案l勺,製【訓育幸l･主などの情報拉

伏サービスはWWW(World Wide Web)サーバを桜

軌させることにより,1994年7J]から開始した(図3参照)｡

営 業 事業(本)部 製造本部(工場) 研究所

迅速･的確な顧客提案資料

新製品開発ニーズl【 ll

顧客開拓,既納品フォロー
l】

手配の迅速化,顧客ニーズの反映
】l ll

納期情報の的確な入手 l 図l業務プロセスの革新

業務プロセスの革新のため情

報の流れを見直し,顧客ニーズ

に即応できる業務体制の構築を

推進している｡
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同 電子メールシステムの構築

3.1電子メール利用の背景

電子メール利用の具体的な目的としては,｢外山の多い

営業マンとの時間の制限を受けないコミュニケーション

を図る+,｢組織リストラクチャリングや海外展開などに

よる遠隔地コミュニケーションを容易にする+,｢海外･呪

地法人との時差と距離を意識しないコミュニケーション

を実施する+,｢学会,学識者と山内に交流する+などが

あり,電子メール活用のニーズが増大してきている｡

また,パソコン(パーソナルコンピュータ)の低価格化,

GUI(GraphicalUserInterface)による操作性の向上に
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図3 Mosaic(モザイク)による日立製作所の企業情報へのア
クセス画面

アイコンを選択することによって各種情報が引き出せる｡

海外事業所

海外現地法人

注:記号説明

①〔ルータ(NP200)〕

図2 HITNET/lNの構成
国内7か所,海外3か所の

拠点と,各事業所とルータで

接続している｡

よってキーボードアレルギーからの解放,異種メール接

続ツールの開発など,ハードウェア,ソフトウェア環境

が整備されてきている点も利用拡人の背景にある｡

以卜の背景から,全社を接続する電子メールバックボ

ーンの構築を行い,トップダウンで活用を開始した｡

3.2 企業内標準電子メールシステム

各事業所では情報システムの基盤として,各個八に

DOS/V泣l)十J二換機の日立のパーソナルステーション

FLORA3010を中心としたパソコンを設置小である｡企

業内標準電子メールシステムとして国際間での使用実績

が多いcc:Mailぎ2)を採用することとした｡

この基盤により,CC:Mail機能を使用してテキストデ

ータ以外にもDOS/Vウインドウ上で動作する表計算ソ

フト,ワープロ(ワードプロセッサ)ソフトのファイルも

容易に車云送できるようになった｡

各事業所に設置された事業所PO(Post Office)間のメ

ール交換を行うために凶l勺7か所,海外3か所の拠点に

R立のパソコンサーバFLORA3100を導入し拠点POを

設けた｡拠点POと事業所POの接続用ゲートウェイとし

てFLOlそA3()10CSを設置している｡東京の小央通信コン

トロールセンタに国内拠点POを統括する統括PO〔PMG

(PostMasterGeneral)〕を設置して7か所の拠点POを

管理している｡海外拠点にもそれぞれの地域を統括する

PMGを設置し,互いに接続している(図4参照)｡

3.3 異種メール接続

現在,各事業所は,メールシステムとしてホスト系の

※1)DOS/Vは,日本アイ･ピー･エム株式会社の商品名称

である｡

※2)cc:Mailは,米国LotusDevelopmentCorp.の商品名

称である｡
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1IOAI)MAIL,ワープロ系のSK-BBS2,パソコン系の

cc:Mail,(如ickMaiド=l),ワークステーション系のSend

Mailなど多椎のメールシステムを遅榊小である｡そのた

め,これらの終椎メールシステム側をスムーズに村有接続

し,=バ皆なコミュニケーションが図れる環境が必要である｡

符メールシステムの接続には,オープンなアーキテク

チャであるⅩ.40(),またはSMTP(SimpleMaill､raIISfer

Prot()COl)を使HJする方1rりで検討を実施した｡

X.400はISO(InternatioIlalOrgallization for Stan-

dardization)で規定されたメール適仁プロトコルの規約

である｡しかし,モ妃在各メールシステムに実装されてい

るものが少ない｡

SMTPはUNIXざト=系のワークステーションのメールシ

ステムで多く利別されている通イ諾プロトコルであり,パ

ソコン系の多くのメールシステムでも実装されている｡

以_卜のようなことから,【+上製作所でのメールシステ

PMG(東京･ニューヨーク･サンフランシスコ･ロンドン)

PMG

凰
日立の
パソコンサーバ

FJORA3100

ルータ
NP200

表萱≡≡≡∃In

H什NET/lN

通信センタ[雷雲(彗竺)ニ要覧男;盟主野望二苓ヲ■+

拠点PO PO(サーバ) LinktoSMTP

ゲートウェイ

F土器A ∈∋

ルータ
NP200

ゲートウェイ日立のパーソナルステーションFJORA3010CS

HITNETハN

事業所窓口局PO
日

劃

畳

クーレ

全事業所で
40,000～100,000のユーザー

図4 cc:Mailネットワーク構成
PMGを中′い二POを階層的に配置して,メールの相互交換を行っ

ている｡
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ムの接続のためのバックボーンとして,SM′rP㌔1)を使川

して接続することとした(図5参月別｡

田 ディレクトリサービスの構築

4.1構築方針

デイレクトリサービスは,｢ハードウェア･ソフトウ

ェアおよび人的資源の一元管理+を実現したものであり,

中でもユーザーに関する｢電子電話帳+,｢竜一‾f一メールID

簿+といったものを統合したイⅠ占1人情報データベースサー

ビスを提供するものである｡

LAN/WAN(Wide Area Network)環境の構築を考

えた場介,｢既存システムの統合+,｢マルチベンダによる

システム環境+が重要であり,プロトコルの整合性を確

保することが必要である｡この観点では,ISOが規左した

デイレクトリサービスに関する規約であるⅩ.500がある

が,瑚.在この規約を実装しているディレクトリシステム

は少ない｡またディレクトリサービスを行うにあたり新

たな運用⊥数が発子l三するようでは,業務革新手法として

ドり題である｡

したがって,デイレクトリサービスを早期にカニち上げ

ることを考えれば,現在の製品のLいから,将来のX.50()サ

ポートという方l帥隼を持ち,かつ電･了･メールへの適用が

谷拐で,特別な運用工数を必要としないシステムを採用

することとした｡

4.2 ディレクトリサービスの機能

一般的な電話帳は,所属,氏名,電話番号,ファクシ

ミリ番号が記載されているものが多い｡しかし,電･了･電

話帳となると個人刈▲個人のコミュニケーションに必安な

情報を多く持つことが吋能となる｡例えば,住所や生iF

月rl,趣味,特技,仕事での得意分野,電子メールID,

顔写真などである｡ただし,これらの情報がその場その

場での最新情報でなければ有効に情報の括川が行われな

くなってしまう｡このような事態にならないように,情

報の更新はなるべく早く,少ない運用▼7二数で行われる必

要がある｡

また【_l立製作所は,各種メールシステムも運J‾l‾J中であ

り,これらの電子メールmの一元管理も重要となってくる｡

※3)Quick Mailは,米国CEソフトウェア社の澄鈍商標で

ある｡

※4)UNIXは,Ⅹ/OpeIICompanyLimitedがライセンスし

ている米国ならびに他の国における登録商標である｡

※5)SMTPはテキストデータに関しては問題ないが,ファ

イルアタッチには一部制限がある｡
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MS-Mail*3
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HITNET/lN(SMTP)

このようなニーズに対応し,同際広域ネットワークJTJ

としてStreet′Ⅰ､alkIII浩h〉を採川した｡

また,契種1琵-r一メールシステム間の電了･メールIDのデ

ィレクトリ同期化を行うために日立製作所の異種メール

間ディレクトリ交換ソフトウェア"M()SaicW()rks''を採

r一丁した(図6参照)｡

これにより,所属変更などで電話番-ぢ一,電子メールID

などの個人情報に変吏があった場合でも,各人による個

人メンテナンスにより,情報史新が迅速に行われ,その

純米ネットワークを介してワールドワイドで転送,更新

され,たえず最新情事はの入手が可能となる｡

4.3 処理の流れ

(1)電話番号や電子メールIDの変‾変など,利用者自身が

l′り〉のディレクトリを‾変新する｡更新l勺容は,サーバ__1二

のStreetTalk Databaseに反映される｡

(2)終車某所サーバのStreetTalk Databaseはサーバ間

の通信により,全社で同期化される｡サーバ描jでの情報交

換は自動的に実施され,このため人的工数は発′卜しない｡

(3)全社分ディレクトリとして同期化したデータベース

の中から,メールIDやポストオフィス名などcc:Mailシ

ステム朋のデイレクトリ情事l-ほ抽出し,巽梓メールディ

レクトリ交挟システムに転送する｡

(4)畢椎メールデイレクトリ交換システムは,転送され

たcc:Mailディレクトリと,他メールディレクトリを同

期化し,冥稚メール問のデイレクトリの交挟を行う｡

(5)異種メールと同期化されたcc:Mailディレクトリ

は,Ⅰ)MGに転送されてcc:Mailの機能によって各POに

※6)StT･eetTalkIIIは,米也Ballyan祉のNOS"1rINES浪丁〕''

が持つディレクトリサービスの商標である｡米田
上(浮パ)

N()Vell祉のNOS｢ノベルのNetWare +もBaIlyan

祉のENSサーバを縫巾してVINESと共存させ,Street

Talk【ⅠⅠの一元管理‾卜に入れることができる｡

※7)ⅤINESは,米田Banyan社の手錠商標である｡

※8)NetWare"は,米円Nove11,Inc.の管鈷商標である｡

0山ck Maj

□
他のMail

亡]

国注:*1SK一日BS2は,日立ソフトウェア

エンジニアリング株式会社の登
毒菜商標である

*2SendMal=ま,UNlXの標準メール
機能である.

*3MS-Ma‖は.米国M+CrUSUf一社の
登錦商標である.

図5 SMTP接続機能

異種メールシステム間のメー

ル交換を実現するため,SMTPを

利用したメールバックボーンを

構築している｡

lrりけ配布される｡

(6)従来の屯話帖的な個人情報の検索は,パソコントの

GUIを操作して名前を人ノJすれば,役職,勤布地,一.に.言.†

番号,顔写兵などを呼び出すことができる｡

白 システム構築上の課題と対応

(1)利川前教育

仙人の情事lま化装備を進めるうえで,利口絹▲教科ま屯安

な課題である｡パソコンー般の利用者数肖は,標準のカ

リキュラムを作り,全社+J三通および各事業J叶ごとに行っ

ている｡

人切なのは,各組織のトップから利鞘を始めることで

あり,業務改革とそれを支える情事Iiシステム改革を進め

るには必須(す)の要件である｡管押‾芥の経営研修にレ(

ソコンを一人一人にツールとして横柄的に浦川するシス

テムを導入し,実際にパソコンに触れることにより,心

配された中堅クラスのキーボードアレルギーもr想より

はるかに少なく,良い結果をキーさ‡つつある｡

システムの課題とは別に,電子メール,ネットワーク

を使いながら,迅速な判断をどの情報によってできるか,

判断するにあたって権限はあるかという,業荷プロセス,

貞任と権限の確認といった業務改革そのものの課越にも

利什J名▲が一眠り組んでいる｡

(2)システム構築おL当耕教再

.卜記のようなシステムを構築するには,ユーザーから
紫求仕様を聞き,技術向でそれをシステム化するという,

′受け身のシステム技術省では対応がH寸難である｡業袴に

立ち入り,それを改善する意欲を持つことが肝貸である｡

一方も体策として,業務政市グループと和音に作業し,かつ
米田での計f■1州三業を実施し,I勺外の先進企業およびソフ

トウェアベンダと積極的に意見交換する場を設けた｡

(:う)言語(英文,和文)

田際ネットワークでは,英語のサポートが必須である

とともに,人多数の日本人従業員にとって使いやすいtl
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異種メールシステム

0uick Mail

〔空∋
4､他のメールシステムとの

ディレクトリ融合

本 社

MosaicWorks

CC:MallPMG /ff
ll

3∴:‥･CC:Mailの情報の抽出

cc:Mailの

情報を抽出

/･･-+>

′･･-+=>

全サーバ分のディレクトリ

Aディレクトリ

Bディレクトリ

×ディレクトリ

2)B事業所分のディレクトリ更新

FJORA

3100

A事業所サーバ

FLORA

3100

.R.

イテ､[ン

cc:MailPO

ク

レ止りr

他サーバの

ロケーション情報
自サーハの

ティレクトリ情報
(リソース情報)_

布コし蒜HHH
卜

/

/

B事業所サーバ

.R.

■･､･･-.
＼

他サーバのリソース検索

FJORA

3010など
⊂] [コ

し釦他事業所の
リソースの検索

[コ

CC:MailPO

他サーハの

ロケーション情報

自サーバの

ティレクトリ情報
(リソー･ス情報)

情報の個人

メンテナンス

FJORA

3100

[コ FJORA

3010など

本譜との共存が必要である｡

(a)電子メールID(アドレス)は,二姓文に統一する｡標

題は日本語固は日本語,それ以外は一英語を使即する｡

本文については,英文,和文を自由に捌いる｡

(b)ディレクトリサービスではユーザーIDを英文に

統一する｡ディレクトリデータベースの内容は,英文

と和文を三上存させて,言語圏に対応した衣ホを行う｡

(`4)運用体制

従来,電十メールIDなどの運梢符理はシステム管J甘者

が行っており,内容変態が迅速に行われない場合が多か

った｡今Iulディレクトリサービスでは,仙人情報の管理

を,憤則として個人に任せ,外部署の庶務抑当省による

一指変更と合わせて,変化に低い遵川体制をし1指している｡

(5)導入手順

従来の,各事業所での閉じた電子メールシステム導入

では,柑カニ接続件に問題があり,また業袴効果も′トさか

った｡今川,規模は小さくても,海外,営業部｢ト1,各‾-r拝

図6 電子メールIDの同

期化方式

各サーバで同期化された

ディレクトリ情報から電子

メールID情報を抽出し,異

種メールシステム♂)lDとく乃

同期化を行う｡

某所など業務の流れに対J芯した部門間を接続し,効果を

把推したうえで順次拡大する手順をとっている｡

B おわりに

t=ソニ製作所は,広域LAN間接続,電子メール,ディレ

クトリシステムの構築により,企業内グローバルネット

ワークの新たな基盤を整えつつある｡並行して,各種の

データベースを共用し,容易に活川できるシステムなど

情報システム全般の基盤設備を進めている｡

業躇政市を進めるには,迅速なシステム化が必須であ

り,変化をとらえられない情報システムは存在しえない｡

今後,介業が社会のこ-ズに柔軟に対応していくため

には,企業浦動のあり方を見据えたシステムがますます

重安となる｡ATM(AsynchronousTraIISferMode),マ

ルチメディア技術など,先端の技術動向を把握するばか

りでなく,i･占用できるものは直ちに評価し,目的にあっ

た情報システムを構築し拡允していく考えである｡
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